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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　放射線で露光した時に固化するように設計された材料の表面層を支持する基材に、構造
化された表面を有するテンプレートからパターンを転写する方法であって、
　インプリント装置中で、構造化された表面が表面層に面するように、テンプレートと基
材とを互いに平行に配置し、
　ヒーター装置手段によって、テンプレートおよび基材を温度Ｔｐに加熱し、
　温度Ｔｐを維持しながら、テンプレートを基材に向かって押しつけ、パターンを前記表
面層の中にインプリントし、
　前記表面層を放射線で露光して、表面層を固化させ、そして
　前記表面層を後焼き付けする、ことを含む、方法。
【請求項２】
　前記材料は、架橋し得る熱可塑性重合体であり、ガラス温度Ｔｇを有し、その際、Ｔｐ

がＴｇを超える、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記材料は、ＵＶ架橋し得る熱可塑性重合体であり、ガラス温度Ｔｇを有し、その際、
温度Ｔｐは温度Ｔｇを超え、放射線はＵＶ放射線である、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記材料が光化学的に増感される、請求項２または３に記載の方法。
【請求項５】
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　テンプレートと基材とを互いに平行に配置する工程の前に、上記材料をスピンコーティ
ングすることにより、表面層を基材上に塗布することを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　前記材料はＵＶ硬化し得る熱可塑性プレポリマーであり、放射線がＵＶ放射線である、
請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　テンプレートおよび基材を、係止部材と可撓性メンブランの第一側との間に狭持して配
置し、
　テンプレートを基材に向かって押しつける際に、メンブランの第二側上に存在する媒体
を過圧する、
ことを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項８】
　前記媒体はガスを含む、請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　前記媒体は空気を含む、請求項７に記載の方法。
【請求項１０】
　前記媒体は液体を含む、請求項７に記載の方法。
【請求項１１】
　前記媒体はゲルを含む、請求項７に記載の方法。
【請求項１２】
　前記材料を固化させるのに使用する放射線の波長領域に対して透明であるテンプレート
を通して、表面層に放射線を放射し、
　前記基材を、ヒーター装置と直接接触させて加熱する、
ことを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項１３】
　前記材料を固化させるのに使用する放射線の波長領域に対して透明である基材を通して
、表面層に放射線を放射し、
　前記テンプレートを、ヒーター装置と直接接触させて加熱する、
ことを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項１４】
　前記材料を固化させるのに使用する放射線の波長領域に対して透明であるメンブランを
通して、表面層に放射線を放射する、
ことを含む、請求項７に記載の方法。
【請求項１５】
　メンブラン、およびそのメンブランに対向し、媒体用の空洞に対する背後壁を規定する
透明壁、を通して、表面層に放射線を放射することを含んでなり、
　前記背後壁およびメンブランは、前記材料を固化させるのに使用できる放射線の波長領
域に対して透明である、請求項７に記載の方法。
【請求項１６】
　前記表面層を露光する工程が、放射線源から波長領域１００～５００ｎｍの放射線を放
射することを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項１７】
　パルス持続時間０．５～１０μｓで、かつパルス速度毎秒１～１０パルスで、パルス状
の放射線を放射することを含む、請求項１６に記載の方法。
【請求項１８】
　テンプレートおよび基材を、係止部材と可撓性メンブランとの間に配置する前に、基材
とテンプレートとを一つに固定することを含む、請求項７に記載の方法。
【請求項１９】
　表面層を放射線で露光する前に、テンプレートと基材との間に真空を作用させて、含ま
れている空気を表面層から抜き取ることを含む、請求項１に記載の方法。
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【請求項２０】
　構造化された表面があるパターン形状の突起を含有し、この突起が、放射線に対して非
透明性であり、それによって、表面層を放射線で露光する工程が、突起間の部分で表面層
を固化させることを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項２１】
　前記突起が非透明性材料の層を包含する、請求項２０に記載の方法。
【請求項２２】
　前記非透明性材料の層が、突起上の最も外側の層として施される、請求項２０に記載の
方法。
【請求項２３】
　前記温度Ｔｐが５０～２５０℃である、請求項１に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、マイクロまたはナノメートル尺度の構造をインプリントリソグラフィー（im
print lithography）法に関する。特に、本発明は精度を向上させるために一定温度で行
う定温インプリントリソグラフィーに関する。
【背景技術】
【０００２】
　マイクロエレクトロニクスのみならずマイクロマシンにおいても、常により小さな寸法
に向かっている。微小および準微小構造の製作に最も重要な技術として、異なるタイプの
リソグラフィーが挙げられる。
【０００３】
　フォトリソグラフィーは、典型的には、基材をフォトレジスト材料で被覆し、基材表面
上にレジスト層を形成する工程が関与する。次いで、このレジスト層を、好ましくはマス
クを使用し、選択された部分に放射線を露光する。続く現像工程において、レジストのあ
る部分を除去し、マスクに対応するパターンをレジスト中に形成する。レジスト部分の除
去により基材表面が露出し、その基材表面を、例えばエッチング、ドーピング、または金
属被覆により処理することができる。フォトリソグラフィーは、使用する放射線の波長に
依存する回折により、精密複写が制限される。５０ｎｍ未満の尺度での構造を製作するに
は非常に短い波長が必要とされ、光学系に対する材料の必要条件が主要な問題になる。
【０００４】
　もう一つの技術は、インプリント技術である。インプリントリソグラフィー法では、パ
ターン形成する基材を成形可能な層で被覆する。基材に転写すべきパターンを、予め、ス
タンプまたはテンプレート上に三次元的に設ける。このテンプレートを成形可能な層と接
触させ、この層を、好ましくは加熱により軟化させる。次いで、軟化した層の中にテンプ
レートを押し込み、成形可能な層の中にテンプレートパターンをインプリントする。この
層を、所望の程度に硬化するまで冷却し、続いて引き離し、テンプレートを除去する。続
いてエッチングを行い、基材中のテンプレートパターンを複製することができる。テンプ
レートと基材との組合せを加熱したり冷却すると、熱膨脹のために係合する表面の移動を
引き起こすことがある。インプリントすべき面積が大きい程、実際の膨脹および収縮が大
きくなり、このために、表面積が大きい程インプリント工程がより困難になる。
【０００５】
　一般的に、ステップアンドフラッシュインプリントリソグラフィーと呼ばれる、別の形
態のインプリント技術が、米国特許第６，３３４，９６０号においてWillsonらにより提
案され、米国特許第６，３８７，７８７号においてManciniらにより提案されている。概
要を上記したインプリント技術と同様に、この技術には、基材に転写すべきパターンを規
定する、構造化された表面を有するテンプレートが関連する。基材を重合可能な液体であ
るプレポリマーの層で被覆し、その液体にパターン構造中の窪みが浸されるように、層中
にテンプレートを押し込む。テンプレートは、重合可能な液体を重合させるのに使用でき
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る放射線、典型的にはＵＶ光の波長領域に対して透明な材料から製造される。テンプレー
トを通して放射線を液体に作用させることにより、液体が固化する。続いて、テンプレー
トを除去した後、テンプレートのパターンが、重合した液体から形成された固体の重合体
材料層中に複製される。その後の処理により、固体重合体材料層中の構造が基材に転写さ
れる。
【０００６】
　Board of Regents, the University of Texas Systemの国際特許第ＷＯ０２／０６７０
５５号には、ステップアンドフラッシュインプリントリソグラフィーを応用した機構が開
示されている。特に、この特許は、ステッパとも呼ばれる、ステップアンドフラッシュ装
置の製造規模での実施に関するものである。この装置で使用するテンプレートは、透明材
料、典型的には石英の堅い本体を有する。このテンプレートは、ステッパ中で可撓性の部
材により支持されており、この部材によりテンプレートを、インプリントすべき基材表面
に対して平行な平面で互いに直角のＸおよびＹ軸の両方を中心にして回転させることがで
きる。この機構には、テンプレートと基材との間の平行性および隙間を制御するための圧
電アクチュエータも含まれる。しかし、そのような機構は、面積の大きな基材表面を単一
工程で取り扱うことはできない。市販されているステップアンドフラッシュ装置は、米国
のMolecular Imprints,Inc,1807-C West Braker Lane, Austin, TX 78758により提供され
るIMPRIO100である。この装置は、テンプレート画像面積が２５×２５μｍであり、線(st
reet)幅が０．１μｍである。この装置は、８インチまでの基材ウェハーを取り扱うこと
ができるが、Ｘ－Ｙ平行移動台を使用し、テンプレートを引き上げ、側方に移動させて再
度基材に下降させることにより、インプリント工程を繰り返す必要がある。さらに、その
ような各工程に対して、新たに整列させ、重合可能な液体を新たに計量供給する必要があ
る。したがって、この技術は、非常に時間がかかり、大規模製造に最適ではない。さらに
、整列誤差が繰り返される問題、および平行移動工程に高い精度が求められることに加え
て、この技術には、テンプレートサイズより大きい連続構造を形成できないという欠点が
ある。全体的に、これは、この技術を微小構造デバイスの大規模製造に活用するには、製
造コストが高くなり過ぎる場合があることを意味する。
【０００７】
　ＵＶ支援によりインプリントを行うための先行技術に関するもう一つの欠点は、多くの
場合、非透明テンプレートを使用するのが望ましいことである。テンプレート材料として
は、ニッケルが、その優れた材料特性のために通常使用されている。しかしながら、ニッ
ケルテンプレートは、無論、透明ではないため、ＵＶ放射線を、基材を通して供給しなけ
ればならない。その場合、例えばガラスまたは石英、あるいは好適なプラスチック材料の
基材を使用することができる。さらに、テンプレートおよび基材に異なった材料を使用す
ることは、一般的に、これらの材料が異なった熱膨脹率を有することを意味する。このた
めに、加熱および冷却工程の際に製法の精度が制限されることがある。
【発明の概要】
【０００８】
　そこで、本発明の目的は、マイクロまたはナノメートル尺度の三次元的特徴を含む構造
の製作を改良するための方法および手段を提供することである。この目的の態様には、精
度が改良された基材にパターンを転写するための方法、簡素化された製造方法が関する方
法、および幅が１インチを超え、さらには直径８インチ、直径１２インチ以上の基材上に
大きな連続構造をインプリントできる方法を含む。
【０００９】
　上記目的は、本発明による、放射線で露光した時に固化するように設計された材料の表
面層を支持する基材に、構造化された表面を有するテンプレートからパターンを転写する
方法であって、
　インプリント装置中で、構造化された表面が表面層に面するように、テンプレートと基
材とを互いに平行に配置し、
　ヒーター装置手段によって、テンプレートおよび基材を温度Ｔｐに加熱し、
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　温度Ｔｐを維持しながら、テンプレートを基材に向かって押しつけ、パターンを前記表
面層の中にインプリントし、
　前記表面層を放射線で露光して、表面層を固化させ、そして
　前記表面層を後焼き付けする、ことを含む、方法により達成される。
【００１０】
　一実施態様においては、前記材料は、架橋し得る熱可塑性重合体であり、ガラス温度Ｔ

ｇを有し、その際、ＴｐがＴｇを超えるものである。
【００１１】
　一実施態様においては、前記材料は、ＵＶ架橋し得る熱可塑性重合体であり、ガラス温
度Ｔｇを有し、その際、温度Ｔｐは温度Ｔｇを超え、放射線はＵＶ放射線である。
【００１２】
　一実施態様においては、前記材料は光化学的に増感される。
【００１３】
　一実施態様においては、本発明の方法は、
　テンプレートと基材とを互いに平行に配置する工程の前に、上記材料をスピンコーティ
ングすることにより、表面層を基材上に塗布する、
ことを含む。
【００１４】
　一実施態様においては、前記材料はＵＶ硬化し得る熱可塑性プレポリマーであり、放射
線がＵＶ放射線である。
【００１５】
　一実施態様においては、本発明の方法は、
　テンプレートおよび基材を、係止部材と可撓性メンブランの第一側との間に狭持して配
置し、
　テンプレートを基材に向かって押しつける際に、メンブランの第二側上に存在する媒体
を過圧する、
ことを含む。
【００１６】
　一実施態様においては、媒体はガスを含む。
【００１７】
　一実施態様においては、媒体は空気を含む。
【００１８】
　一実施態様においては、媒体は液体を含む。
【００１９】
　一実施態様においては、媒体はゲルを含む。
【００２０】
　一実施態様においては、本発明の方法は、
　前記材料を固化させるのに使用する放射線の波長領域に対して透明であるテンプレート
を通して、表面層に放射線を放射し、
　前記基材を、ヒーター装置と直接接触させて加熱する、
ことを含む。
【００２１】
　一実施態様においては、本発明の方法は、
　前記材料を固化させるのに使用する放射線の波長領域に対して透明である基材を通して
、表面層に放射線を放射し、
　前記テンプレートを、ヒーター装置と直接接触させて加熱する、
ことを含む。
【００２２】
　一実施態様においては、本発明の方法は、
　前記材料を固化させるのに使用する放射線の波長領域に対して透明であるメンブランを
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通して、表面層に放射線を放射する、
ことを含む。
【００２３】
　一実施態様においては、本発明の方法は、
　メンブラン、およびそのメンブランに対向し、媒体用の空洞に対する背後壁を規定する
透明壁、を通して、表面層に放射線を放射することを含んでなり、
　前記背後壁およびメンブランは、前記材料を固化させるのに使用できる放射線の波長領
域に対して透明である。
【００２４】
　一実施態様においては、表面層を露光する工程が、
　放射線源から波長領域１００～５００ｎｍの放射線を放射すること
を含む。
【００２５】
　一実施態様においては、本発明の方法は、
　パルス持続時間０．５～１０μｓで、かつパルス速度毎秒１～１０パルスで、パルス状
の放射線を放射する、ことを含む。
【００２６】
　一実施態様においては、本発明の方法は、
　テンプレートおよび基材を、係止部材と可撓性メンブランとの間に配置する前に、基材
とテンプレートとを一つに固定する、ことを含む。
【００２７】
　一実施態様においては、本発明の方法は、
　表面層を放射線で露光する前に、テンプレートと基材との間に真空を作用させて、含ま
れている空気を表面層から抜き取る、ことを含む。
【００２８】
　一実施態様においては、構造化された表面があるパターン形状の突起を含有し、この突
起が、放射線に対して非透明性であり、それによって、表面層を放射線で露光する工程が
、突起間の部分で表面層を固化させることを含む。
【００２９】
　一実施態様においては、前記突起が非透明性材料の層を包含する。
【００３０】
　一実施態様においては、非透明性材料の層が、突起上の最も外側の層として施される。
【００３１】
　一実施態様においては、温度Ｔｐが５０～２５０℃である。
【好ましい実施態様の詳細な説明】
【００３２】
　ここで、添付図面を参照しながら本発明をより詳細に説明する。
【００３３】
　本発明は、一般的には、テンプレート表面上にある構造のレリーフ画像を基材表面上に
造り出すことにより、あるパターンをテンプレートから基材に転写する方法に関する。こ
の製法においては、テンプレートの表面と基材の表面とは、一般的に互いに平行に配置さ
れ、構造化されたテンプレートを、基材表面上に配置された成形可能な層の中に押し込む
ことにより、パターンを転写する。成形可能な層を処理して固化させ、その形状をテンプ
レート表面に強制的に複写する。その後、テンプレートを基材およびその層から引き離す
と、表面層は、テンプレートの構造的特徴が反転したレプリカになる。基材に転写された
パターンを永続させるには、さらなる処理が必要になる場合がある。典型的には、湿式ま
たは乾式エッチングを行い、固化した層の下にある基材表面を選択的にエッチングし、そ
れによって、固化した層の中にあるパターンを基材表面に転写する。これだけは現状技術
水準であり、先行技術文献、例えば上記米国特許第６，３３４，９６０号、に十分に記載
されている。
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【００３４】
　図１～３は、本発明の一実施態様による実際的なパターン転写工程またはインプリント
工程の基本的な処理工程を図式的に示したものである。
【００３５】
　図１に示すテンプレート１０は、構造化された表面１１を有し、そこでは高さおよび幅
が１ｎｍ～数μｍで、それより小さくても、大きくてもよい構造サイズで三次元的突起お
よび窪みが形成されている。テンプレート１０の厚さは、典型的には１０～１０００μｍ
である。基材１２は、テンプレート表面１１に対して実質的に平行に配置された表面１７
を有し、図１に示す最初の段階では、これらの表面間に、ある中間的な間隔がある。基材
１２は、基材ベース１３を含み、このベースにテンプレート表面１１のパターンを転写す
る。図示していないが、基材は、基材ベース１３の下に支持層を含んでいてもよい。重合
体材料中にインプリントすることにより、テンプレート１０のパターンを基材１２に直接
転写する方法では、材料を、表面層１４として、基材ベース表面１７上に直接付けること
ができる。別の実施態様においては、破線で示す、例えば第二の重合体材料の転写層１５
も使用する。そのような転写層の例、およびそれに続く、インプリントされたパターンを
基材１３に転写する工程でどのように使用するかも、米国特許第６，３３４，９６０号に
記載されている。転写層１５を含む実施態様においては、基材表面１７は転写層１５の上
側または外側表面を示し、その転写層が基材ベース表面１８の上に配置されている。
【００３６】
　基材１２は、ヒーター装置２０の上に配置される。ヒーター装置２０は、好ましくは、
例えばアルミニウム等の金属からなるヒーター本体２１を含む。ヒーター素子２２が、ヒ
ーター本体２１に接続されているか、またはヒーター本体２１の中に含まれ、熱エネルギ
ーをヒーター本体２１に伝達する。一実施態様においては、ヒーター素子２２は、ヒータ
ー本体２１中のソケットに挿入された電気的埋没(immersion)ヒーターである。別の実施
態様においては、電気的加熱コイルを、ヒーター本体２１中に備えるか、またはヒーター
本体２１の下側表面に取り付ける。さらに別の実施態様においては、ヒーター素子２２は
、ヒーター本体２１中に形成された通路であり、この通路に加熱流体を通す。ヒーター素
子２２は、外部のエネルギー供給源（図示していない）に接続するためのコネクタ２３を
さらに備えている。電気的加熱の場合、コネクタ２３は、好ましくは電流供給源に接続す
るための電気(galvanic)接点である。加熱流体を通すための通路を形成する実施態様にお
いては、コネクタ２３は、好ましくは加熱された流体供給源に取り付ける導管である。加
熱流体は、例えば水または油でよい。さらに別の選択肢として、ヒーター素子２２に、ヒ
ーター本体２１上に赤外放射線を放射するように設計されたＩＲ放射線を使用する。さら
に、ヒーター装置２０は、ヒーター素子２２を選択された温度に加熱し、その温度を一定
の温度公差内に維持するための手段を含む温度制御装置（図示していない）を包含する。
種々の温度制御装置が当該技術分野で公知であり、したがって、ここでは詳細に説明しな
い。
【００３７】
　ヒーター本体２１は、好ましくは鋳造金属、例えばアルミニウム、ステンレス鋼、また
は他の金属からなる物体である。さらに、ヒーター装置２０の上側で熱が一様に配分され
るように、特定の質量および厚さを有する物体２１を使用し、ヒーター装置の上側は、基
材１２に接続され、基材１２を通して物体２１から熱を伝達し、表面層１４を加熱するの
が好ましい。２．５インチの基材のインプリントに使用するインプリント製法では、直径
が少なくとも２．５インチ、好ましくは３インチ以上、厚さが少なくとも１ｃｍ、好まし
くは少なくとも２または３ｃｍのヒーター本体２１を使用する。６インチ基材のインプリ
ントに使用するインプリント製法では、直径が少なくとも６インチ、好ましくは７インチ
以上、厚さが少なくとも２ｃｍ、好ましくは少なくとも３または４ｃｍのヒーター本体２
１を使用する。ヒーター装置２０は、ヒーター本体２１を２００～３００℃までの温度に
加熱できるのが好ましいが、ほとんどの製法には、より低い温度で十分である。
【００３８】
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　表面層１４を制御しながら冷却するために、ヒーター装置２０は、ヒーター本体２１か
ら熱的エネルギーを伝達するための、ヒーター本体２１に接続された、またはその中に含
まれる、冷却素子２４をさらに備えることができる。好ましい実施態様においては、冷却
素子２４は、ヒーター本体２１中に形成された通路を含み、この通路に冷却流体を通す。
冷却素子２４は、外部の冷却供給源（図には示していない）に接続するためのコネクタ２
５をさらに備えている。好ましくは、コネクタ２５は、冷却流体供給源に取り付ける導管
である。冷却流体は、好ましくは水であるが、絶縁油等の油でもよい。
【００３９】
　本発明の好ましい実施態様においては、表面層１４に、好ましくはスピンコーティング
可能な、放射線で架橋し得る熱可塑性重合体溶液材料を使用する。これらの重合体溶液は
、光化学的に増感させることもできる。そのような材料の一例は、Micro Resist Technol
ogyから市販されているＵＶ架橋性のmr-L6000.1 XPである。そのような放射線架橋し得る
材料の別の例は、ネガ型フォトレジスト材料、例えばShipleyma-N1400、SC100、およびMi
croChemSU-8が挙げられる。スピンコーティング可能な材料は、基材全体を完全に正確に
被覆できるので、有利である。
【００４０】
　別の実施態様においては、表面層１４に、放射線により重合し得る、液体または液体に
近いプレポリマー材料を使用する。入手可能な、表面層１４に使用できる重合可能な材料
の例としては、韓国のZEN Photonics, 104-11 Moonji-Dong,Yusong-Gu, Daejeon 305-308
から市販のNIP-K17、NIP-K22、およびNIP-K28が挙げられる。NIP-K17は、主成分がアクリ
レートであり、２５℃における粘度が約９．６３ｃｐｓである。NIP-K22は、主成分がア
クリレートであり、２５℃における粘度が約５．８５ｃｐｓである。これらの物質は、１
２ｍＷ／ｃｍ２を超える紫外放射線で２分間露光することにより、硬化するように設計さ
れている。
【００４１】
　入手可能な、表面層１４に使用できる重合可能な材料の別の例としては、ドイツのMicr
o Resist Technology GmbH, Koepenicker Strasse 325,Haus 211, D-12555 Berlinから市
販されているOrmocoreである。この物質は、無機－有機ハイブリッド材料であり、不飽和
重合体と１～３％の光重合開始剤との組成物である。２５℃における粘度３～８ｍＰａｓ
はかなり高く、波長３６５ｎｍで５００ｍＪ／ｃｍ２の放射線で露光した時に、流体を硬
化させることができる。他の使用可能な材料は、米国特許第６，３３４，９６０号に記載
されている。
【００４２】
　本発明を実施するのに使用できるこれらの材料および他の材料すべてに共通なのは、放
射線、特にＵＶ放射線で露光した時に、例えば重合体溶液材料の架橋により、またはプレ
ポリマーの硬化により、固化し得ることである。本明細書で、表面層１４に使用するその
ような材料は、一般的に放射線重合性と呼ばれる。
【００４３】
　基材表面上に堆積させた時、表面層１４の厚さは、塗布面積に応じて、典型的には１０
ｎｍ～１０μｍである。重合可能な材料は、液体の形態で基材１２上に、好ましくはスピ
ンコーティングにより、あるいは所望によりローラー塗り、浸し塗り、等により塗布する
。先行技術のステップアンドフラッシュ法と比較した場合の本発明の利点の一つは、典型
的には架橋可能な重合体材料を使用する場合、重合体材料を基材全体にスピンコーティン
グできることであり、層の均一性に優れる有利で迅速な方法である。架橋可能な材料、例
えば上記の材料は、典型的には通常の室温で固体であり、したがって、高温で予め被覆し
た基材を都合よく使用できる。他方、ステップアンドフラッシュ法は、単一工程で大きな
面積を取り扱うことができないので、反復される表面部分に滴下することにより、繰り返
し計量供給する必要がある。このために、ステップアンドフラッシュ法およびそのような
製法を行うための機械の両方が複雑になる。
【００４４】
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　ここで本発明の方法の好ましい実施態様を、図１～３を参照しながら説明する。本発明
により、インプリント工程、インプリント層材料を放射線により固化させる工程、および
材料を後焼き付けする工程は、一定温度で行う。
【００４５】
　図１の矢印は、テンプレート表面１１を重合可能な材料層１４の表面１６に押し付ける
ことを示す。この工程で、好ましくはヒーター装置２０を使用し、表面層１４の温度を制
御して、表面層１４の材料に好適な粘度を付与する。したがって、表面層１４の架橋可能
な材料に、ヒーター装置２０を制御して、表面層１４の材料のガラス温度Ｔｇを超える温
度Ｔｐに、表面層１４を加熱する。本明細書では、Ｔｐは処理温度を意味し、この処理温
度が、インプリント、露光、および後焼き付けの処理工程に共通の一温度レベルであるこ
とを示す。Ｔｐは、架橋可能な材料の場合、ガラス転移温度Ｔｇを超え、この層の放射線
硬化した材料の後焼き付けにも好適である必要があるので、一定温度Ｔｐのレベルは、無
論、表面層１４に選択された材料の種類によって異なる。放射線硬化性材料には、Ｔｐは
、典型的には５０～２５０℃である。mr-L6000.1XPの例では、インプリント、露光、およ
び後焼き付け全体を通して一定温度１００～１２０℃で試験を行い、良好な結果を得てい
る。放射線硬化性プレポリマーを使用する実施態様では、そのような材料は、典型的には
室温で液体であるか、または液体に近く、したがって、インプリントに十分な程度に軟化
させるのに、熱をほとんど、または全く必要としない。しかし、これらの材料も、露光の
後、テンプレートから分離する前に、完全に硬化させるために、一般的に後焼き付けを行
う必要がある。したがって、図１の工程で開始するインプリント工程ですでに、処理温度
Ｔｐを好適な後焼き付けレベルに設定する。
【００４６】
　図２は、テンプレート表面１１の構造が、液体であるか、または少なくとも柔らかい形
態にある材料層１４の中にインプリントをどのように作製するかを示しており、この時点
で、液体がテンプレート表面１１中の窪みの中に押し込まれる。例示する実施態様におい
ては、テンプレート表面１１中の最も高い突起は、基材表面１７まで完全には貫通しない
。これは、基材表面１７、および特にテンプレート表面１１を損傷から保護するのに有利
である場合がある。しかし、別の実施態様、例えば転写層を含む実施態様においては、イ
ンプリントを、基材表面１７まで完全に行うことができる。図１～３に示す実施態様では
、テンプレートは、選択された重合可能な材料を固化させるのに使用できる、予め決めら
れた波長または波長領域の放射線１９に対して透明な材料から製造する。そのような材料
は、放射線波長に応じて、例えば石英または種々の形態の重合体でよい。一般的に、テン
プレートは極めて薄く、典型的にはミリメートル未満であり、テンプレート材料における
吸収は非常に少ないので、ＵＶに敏感な材料を表面層１４に使用する場合でも、ガラス製
のテンプレートも使用できる。典型的には、テンプレート１０を表面層１４の中に、テン
プレート１０と基材１２との間を適切に整列させて、押し込んだ時に放射線１９を作用さ
せる。この放射線で露光した時、重合可能な材料の固化が開始し、固体物体１４’に固化
し、テンプレート１０により決定される形状をとる。表面層１４を放射線で露光する工程
の際、ヒーター２０を制御し、表面層１４の温度を温度Ｔｐに維持する。
【００４７】
　放射線で露光した後、後焼き付け工程を行い、表面層１４’の材料を完全に硬化させる
。この工程では、ヒーター装置２０を使用し、層１４’を加熱し、層１４’を硬化した物
体に焼き付けてから、テンプレート１０および基材１２を分離する。さらに、上記の温度
Ｔｐを維持することにより、後焼き付けを行う。このようにして、テンプレート１０およ
び材料層１４、１４’は、放射線露光よる材料層１４固化の開始から、最終的な後焼き付
け、および所望によりテンプレート１０および基材１２の分離を通して、同じ温度を維持
する。このようにして、基材およびテンプレートに使用するすべての材料の熱膨脹の差に
よる精度の制限が排除される。
【００４８】
　テンプレート１０は、例えば剥離および引張方法により除去する。形成され、固化した
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重合体層１４’は基材１２上に残る。基材およびその層１４’の、その後の様々な処理方
法は、本発明自体がそのようなその後の処理に関連していないし、そのようなその後の処
理をどのように達成するかに依存もしていないので、ここでは詳細に説明しない。一般的
に言って、テンプレート１０のパターンを基材ベース１３に転写するためのその後の処理
は、例えばエッチングまたはメッキに続いて引き離し工程を含むことができる。
【００４９】
　図４～６は、本発明の別の実施態様による実際的なパターン転写工程、またはインプリ
ント工程、の基本的な処理工程を図式的に示す。図１～３に示す実施態様からの唯一の実
質的な違いは、この実施態様では、放射線１９を、テンプレート１０を通す代わりに、基
材１２を通して作用させることであるが、同じ参照記号を使用している。さらに、ヒータ
ー装置２０をテンプレート１０に接続し、テンプレート１０を通して表面層１４を加熱し
ている。図４～６に示すような実施態様では、不透明なテンプレートを使用することがで
き、これには特定の利点がある。一つには、これによって、インプリントに好適なニッケ
ルテンプレートを使用することができる。図４～６に示すヒーター装置２０は、図１～３
に示すヒーター装置と同じ特徴を含み、そのために同じ参照記号を使用している。したが
って、図４～６の特徴に関しては、これ以上説明しない。
【００５０】
　図７は、やはり本発明の方法の実施態様を実行するのに使用できる、本発明の装置の好
ましい実施態様を例示する。この図面は、本装置の様々な特徴を明示するために、純粋に
図式的に示すものであることに注意すべきである。特に、様々な特徴的部分の寸法は、共
通の尺度に基づいていない。
【００５１】
　装置１００は、第一主要部分１０１および第二主要部分１０２を含む。例示する好まし
い実施態様においては、これらの主要部分は、第一主要部分１０１が第二主要部分の上に
あり、主要部分間に調節可能な空間１０３があるように配置されている。図１～６に例示
する方法で表面インプリントを行う場合、テンプレートおよび基材が横方向、典型的には
Ｘ－Ｙ平面で適切に整列することが非常に重要である。これは、基材中に予め存在するパ
ターンの上または横にインプリントを行う場合に、特に重要である。しかし、整列の具体
的な問題、およびそれらの問題を解決するための様々な方法は、本明細書では取り扱わな
いが、無論、必要とされる場合には、本発明と組み合わせる。
【００５２】
　第一の、上側主要部分１０１は、下方を向いた表面１０４を有し、第二の、下側主要部
分１０２は、上方を向いた表面１０５を有する。上方を向いた表面１０５は、実質的に平
らな部分であるか、またはその平らな部分を有し、平らな部分は、図８および９に関して
より詳細に説明するように、インプリント工程で使用するテンプレートまたは基材に対す
る支持構造として作用する。ヒーター本体２１は、プレート１０６上に配置されるか、ま
たはプレート１０６の一部を形成する。ヒーター本体２１は、ヒーター装置２０の一部を
形成し、図１～６に示すように、加熱素子２２および好ましくは冷却素子２４も包含する
。加熱素子２２は、コネクタ２３を通して、エネルギー供給源２６、例えば電流制御手段
を備えた電源に接続されている。さらに、冷却素子２４は、コネクタ２５を通して、冷却
供給源２７、例えば冷却流体貯蔵部およびポンプに、冷却流体の流量および温度を制御す
る手段と共に、接続されている。
【００５３】
　空間１０３を調節する手段は、例示する実施態様では、外側端部でプレート１０６に取
り付けたピストン部材１０７により与えられる。ピストン部材１０７は、シリンダー部材
１０８に移動できるように接続されており、シリンダー部材は、好ましくは第一主要部分
１０１に対して固定された関係で保持されている。図面で矢印により示すように、空間１
０３を調節する手段は、実質的に平坦な表面１０５に対して実質的に直角に、すなわちＺ
方向で、第二主要部分１０２を、第一主要部分１０１の近くに、またはそこから遠くに、
移動するように設計されている。移動は、手動でも達成できるが、油圧または空気圧装置
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を使用して支援するのが好ましい。これに関して、例示する実施態様は、種々の方法で、
例えば固定されたピストン部材の周りにあるシリンダー部材にプレート１０６を取り付け
ることにより、変形することができる。さらに、第二主要部分１０２の移動は、主として
装置１００にテンプレートおよび基材を取り付けるために、そして、装置を最初の作動位
置に配置するために使用されることに注意すべきである。しかし、第二主要部分１０２の
移動は、以下に記載するように、例示する実施態様で実際のインプリント工程自体には含
まれないのが好ましい。
【００５４】
　第一主要部分１０１は、表面１０４を取り囲む周辺密封部材１０８を含む。好ましくは
、密封部材１０８は、エンドレスシール、例えばｏ－リングであるが、幾つかの相互接続
された密封部材から構成され、これらが一つになって連続したシール１０８を形成しても
よい。密封部材１０８は、窪み１０９中に表面１０４の外側に向けて配置され、この窪み
から取り外しできるのが好ましい。本装置は、例示する実施態様では第一主要部分１０１
中の、表面１０４の後ろに配置された、放射線供給源１１０をさらに含む。放射線供給源
１１０は、好ましくは電源（図示していない）を含むか、または電源に接続された放射線
供給源駆動装置１１１に接続できる。放射線供給源駆動装置１１１は、装置１００中に含
まれるか、または外部の接続可能な部材でよい。表面１０４の、放射線供給源１１０に隣
接して配置された表面部分１１２は、放射線供給源１１０の特定波長または波長領域の放
射線に対して透明な材料で形成されている。これによって、放射線供給源１１０から放射
された放射線は、表面部分１１２を通り、第一主要部分１０１と第二主要部分１０２との
間にある空間１０３に向けて透過する。窓として作用する表面部分１１２は、入手可能な
融解石英、石英、またはサファイアで形成することができる。
【００５５】
　作動の際、装置１００は、密封部材１０８と係合する、実質的に平坦な可撓性メンブラ
ン１１３をさらに備える。好ましい実施態様においては、密封部材１１３は、密封部材１
０８とは別の部材であり、以下に説明するように、プレート１０６の表面１０５から対向
圧を作用させることによってのみ、密封部材１０８と係合する。しかし、別の実施態様に
おいては、メンブラン１１３を、例えばセメントにより、あるいは密封部材１０８の一体
的な部分として、密封部材１０８に取り付ける。さらに、そのような別の実施態様では、
メンブラン１１３を主要部分１０１に堅く取り付け、密封部材１０８をメンブラン１１３
の外側に配置することができる。例示するような実施態様には、メンブラン１１３も、放
射線供給源１１０の特定波長または波長領域の放射線に対して透明な材料で形成する。こ
れによって、放射線供給源１１０から放射された放射線は、キャビティ１１５およびその
境界壁１０４および１１３を通して空間１０３の中に伝達される。メンブラン１１３に使
用できる材料の例としては、図７～９の実施態様では、ポリカーボネート、ポリプロピレ
ン、ポリエチレン、ＰＤＭＳおよびＰＥＥＫがある。メンブラン１１３の厚さは、典型的
には１０～５００μｍでよい。
【００５６】
　第一主要部分１０１中には、ガス、液体、またはゲルの流体媒体を、表面１０４、密封
部材１０８およびメンブラン１１３によよって規定された空間に通すための導管１１４を
形成し、この空間は、流体媒体用のキャビティ１１５として作用する。導管１１４は、外
部にあっても、装置１００に組み込んだ部分でもよいポンプ等の圧力供給源１１６に接続
することができる。圧力供給源１１６は、調節可能な圧力、特に過圧を、キャビティ１１
５中に含まれる流体媒体に作用させるように設計されている。例示するような一実施態様
は、気体状圧力媒体で使用するのに好適である。好ましくは、媒体は、空気、窒素、およ
びアルゴンを含む群から選択する。代わりに液体媒体を使用する場合、メンブランを密封
部材１０８に取り付けるのが好ましい。そのような液体は、油圧油でよい。上記のように
、別の可能性は、媒体にゲルを使用することである。
【００５７】
　図８は、図７の装置実施態様において、リソグラフィー工程に使用する基材およびテン
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プレートを取り付ける場合を示す。この図面をより深く理解するために図１～３も参照す
る。第二主要部分１０２は、空間１０３を開けるために、第一主要部分１０１から下方に
移動してある。図１～６に示すように、テンプレートまたは基材のどちらかは、放射線供
給源１１０の特定波長または波長領域に対して透明である。図８に例示する実施態様は、
基材１２上の透明テンプレート１０を装填した装置を示す。基材１２を、その裏側をヒー
ター本体２１の表面１０５の上にして、第二主要部分１０２の上または中に配置する。こ
れによって、基材１２は、その基材表面１７を、重合可能な材料、例えばＵＶ架橋可能な
重合体溶液の層１４と共に、上に向けている。分かり易くするために、図１～６に示すよ
うなヒーター装置２０のすべての特徴は、図８には示していない。テンプレート１０を基
材１２の上または近くに、その構造化された表面１１を基材１２に向けて配置する。テン
プレート１０を基材１２と整列させるための手段を備えることができるが、この図式的に
示す図では示していない。次いで、メンブラン１１３をテンプレート１０の上に配置する
。メンブラン１１３を第一主要部分に取り付ける実施態様では、メンブラン１１３をテン
プレート上に実際に配置する工程は、無論、省略する。図８で、テンプレート１０、基材
１２およびメンブラン１１３は、分かり易くするためにのみ、完全に分離された状態で示
しており、実際の状況では、これらは表面１０５の上に積み重ねる。
【００５８】
　図９は、装置１００の作動位置を示す。第二主要部分１０２は、メンブラン１１３が密
封部材１０８と表面１０５との間に固定される位置に上昇している。現実には、テンプレ
ート１０および基材１２の両方が非常に薄く、典型的には何分の１ミリメートルに過ぎず
、メンブラン１１３の例示されるような実際の曲がりは非常に小さい。それでも、表面１
０５は、所望により、それがメンブラン１１３を通して密封部材１０８と接触する地点で
、テンプレート１０と基材１２の組み合わさった厚さを相殺するために、隆起した周辺部
を設けることができる。
【００５９】
　主要部分１０１と１０２とが係合して、メンブラン１１３を固定した後、キャビティ１
１５を密封する。その際、圧力供給源１１６は、キャビティ１１５中の、ガス、液体また
はゲルでよい流体媒体に過圧を作用させるように設計されている。キャビティ１１５中の
圧力は、メンブラン１１３によりテンプレート１０に伝達され、テンプレートが基材１２
に向かって押し付けられ、図２に示すように、テンプレートパターンを層１４にインプリ
ントする。典型的には室温で、典型的には２０～２５℃で十分な粘度を有する表面層１４
のプレポリマー材料には、インプリントを直接行うことができる。しかし、架橋可能な重
合体溶液は、約６０℃のガラス転移温度Ｔｇを超えるために、典型的には予備加熱を必要
とする。そのようなプレポリマーの例は、上記のmr-L6000.1XPである。そのような重合体
を使用する場合、放射線および加熱能力を組み合わせた装置１００が特に有用である。し
かし、これら両種の材料に対して、放射線固化した層１４’を硬化させるために、後焼き
付け工程が一般的に必要である。したがって、上に述べたように、本発明の一態様では、
層１４の材料に、架橋可能な材料の場合のＴｇより高く、放射線露光した材料の後焼き付
けにも好適な高温Ｔｐを作用させる。ヒーター装置２０を活性化させ、ヒーター本体２１
により基材１２を通して、Ｔｐに達するまで層１４を加熱する。Ｔｐの実際の値は、本来
、表面層１４に選択した材料によって異なる。mr-L6000.1XPの例では、材料中の分子量分
布に応じて、５０～１５０℃の範囲内にある温度を使用することができる。次いで、キャ
ビティ１１５中にある媒体の圧力を５～５００バール、有利な結果を得るには５～２００
バール、好ましくは２０～１００バールに増加する。それによって、テンプレート１０お
よび基材１２は、対応する圧力により、一つに押し付けられる。メンブラン１１３により
、基材とテンプレートとの間の接触表面全体にわたって、力が絶対的に一様に配分される
。それによって、テンプレートと基材とは、互いに絶対的に平行に配置され、基材または
テンプレートの表面における不規則性の影響はすべて排除される。
【００６０】
　作用する流体媒体圧力によって、テンプレート１０と基材１２とが一つになった時、放
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射線供給源を起動し、放射線１９を放射する。放射線は、窓として作用する表面部分１１
２を通し、キャビティ１１５、メンブラン１１３およびテンプレート１０を通して伝達さ
れる。放射線は、部分的に、または完全に、表面層１４により吸収され、それによって、
圧力およびメンブランにより支援された圧縮により与えられる、テンプレート１０と基材
１２との間の完全に平行な配置で、表面層１４の材料が、架橋または硬化により固化する
。放射線露光時間は、表面層１４中にある材料の種類および量、材料の種類と組み合わせ
た放射線波長、および放射線の出力によって異なる。そのような重合可能な材料を固化さ
せる特徴は、それ自体良く知られており、上記パラメータの関連する組合せも、当業者に
は公知である。流体が固化して層１４’を形成した後、それ以上の露光に大きな効果はな
い。しかし、露光後に、層１４’の材料を、予め決められた一定温度Ｔｐで、特定の時間
、例えば１～１０分間、後焼き付け、または硬焼き付けすることができる。mr-L6000.1XP
の例では、後焼き付けは、典型的には１～１０分間、好ましくは約３分間、１００～１２
０℃の共通の処理温度Ｔｐで行う。
【００６１】
　本発明の装置１００では、後焼き付けをインプリント機械１００中で行う、つまり基材
を装置の外に、および別の加熱炉中に移す必要がない。これによって、一処理工程が節約
され、インプリント製法で時間およびコストの両方を節約することができる。テンプレー
ト１０がなお一定温度Ｔｐに保持されている間に、および選択された圧力もテンプレート
１０に向けたままで、後焼き付けを行うことにより、層１４中に形成される構造パターン
の精度が高くなり、より細かい構造を製造することができる。圧縮、露光および後焼き付
けに続いて、キャビティ１１５中の圧力を下げ、２個の主要部分１０１および１０２を互
いに分離する。一実施態様では、これらの主要部分を分離した後、ヒーター装置２０の冷
却素子２４を使用し、基材１２を冷却することができる。この後、基材をテンプレートか
ら分離し、インプリント平版印刷に関して以前から公知の内容により、その後の処理を行
う。
【００６２】
　図８および９は、図１～３の製法と類似の製法を例示する。やはり、透明基材１２を使
用し、テンプレート１０をヒーター本体２１の表面１０５の上に、図４～６に示すように
、基材をテンプレート１０の上にして配置できることに注意すべきである。
【００６３】
　図１０～１２は、本発明の一実施態様により、装置１００を使用する別の方法を例示す
る。図１～３と類似の特徴には、同じ参照記号を使用する。しかし、図１０～１２の製法
では、好ましくはガラスまたは石英から製造された透明テンプレート２００を使用する。
テンプレート２００は、基材１２に面した、構造化された表面を有し、非透明性の突起２
０１が突き出たパターンを形成している。好ましくは、これは、突起に不透明材料の層を
含むことにより、達成される。例示する好ましい実施態様は、突起２０１の外側末端表面
を覆う不透明層２０２を包含する。好ましくは、層２０２は、金属層である。一実施態様
においては、先ず、テンプレート表面の選択された区域に金属マスク２０２を施し、その
後、エッチング法を使用し、マスクを施した部分間に溝を設けることにより、テンプレー
ト２００を製造する。エッチング工程の後にマスクを除去する代わりに、マスク２０２を
テンプレート上に残し、テンプレート突起２０１の非透明性外側末端表面を限定する。こ
の方法でテンプレート２００を製造することにより、テンプレート製造工程が、平坦な表
面を有する平らなテンプレート本体から開始されるので、突起２０１の外側末端表面にほ
とんど完全に一様な共通平面が確実に達成される。図１～１２に例示する寸法は、理解し
易くするために誇張されていることに注意すべきである。例えば、層２０２は、数原子単
層の厚さしかない。
【００６４】
　図１０で、好ましくは図７～９に関して説明した装置を使用し、テンプレート２００を
、基材１２上の層２１４の中に押し込む。層２１４の材料は、この場合、例えば公知のい
ずれかの種類でよい、ＵＶ硬化性のプレポリマーまたはＵＶ架橋可能なネガ型レジストで
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ある。ヒーター装置２０を制御し、基材１２の温度を好適な処理温度Ｔｐに上昇させる。
架橋可能な材料の場合、ヒーター装置２０は、基材１２を通して層２１４を予備加熱し、
層２１４の材料がガラス転移温度Ｔｇを超え、高温Ｔｐに達するように設定する。上記の
ようにメンブランおよびガス圧を使用することにより、テンプレート２００と基材１２と
の係合表面全体にわたって均一な圧力を作用させることができる。好ましくは、テンプレ
ート２００は、突起２０１の外側末端が基材層１７に極めて近く、好ましくは僅か数ナノ
メートルの所に来るように、層２１４の中に押し込む。
【００６５】
　テンプレート２００は層２１４の中に完全に押し込まれている図１１で、放射線１９が
テンプレート２００を通して基材１２に向けて放射される。層２０２に当たる放射線は止
められ、反射され、その下に位置する層部分２１４’には到達しない。しかし、突起２０
１間を照射する放射線は、層２１４に当たり、層２１４を温度Ｔｐに維持しながら、層部
分２１４”で硬化または固化過程を開始する。好ましくは、ヒーター装置２０を使用し、
同じ温度Ｔｐで後焼き付け工程を行い、固化過程を完了させる。
【００６６】
　図１２に示す工程においては、テンプレート２００を分離し、テンプレート１２から引
き離し、層２１４をインプリントされた状態で残す。この形状で、基材１２をネガ型レジ
スト現像剤流体に露出する。流体の正確な種類は、公知のどのような種類でもよいが、当
業者には明らかなように、現像剤の種類は、使用するレジスト重合体に応じて選択する必
要がある。現像剤は、放射線で露光されてなく、突起２０１により重合体層中に形成され
た窪みの底で非常に薄い層としてのみ残っている部分２１４’のみを除去する。この窪み
中に残っている、やはり固体の重合体部分２１４’を除去するのに灰化(ashing)またはエ
ッチング処理を行う必要がある先行技術の方法と比較して、本発明の方法は、極めて簡易
かつ迅速である。さらに、パターン形成された重合体層１４の灰化またはエッチングは、
層２１４のすべての部分、すなわち両方の部分２１４’および２１４”から材料を除去す
るのに対し、本明細書に提案する方法は、放射線で露光されていない部分２１４’のみを
取り去る。
【００６７】
　本発明の装置の一実施態様は、基材１２とテンプレート１０とを一つに固定する固定手
段をさらに含む。これは、パターン転写の前に基材とテンプレートとを整列させるための
外部整列機構を備え、テンプレートと基材とを含む整列させた積重構造を、インプリント
装置の中に移動させる必要がある実施態様において特に好ましい。この装置は、ＵＶ照射
により重合可能な材料を硬化させる前に、テンプレートと基材との間に真空を作用させ、
積み重ねたサンドイッチ構造の重合可能な層から、そこに含有された空気を抜き出す手段
を含んでいてもよい。
【００６８】
　好ましい実施態様においては、テンプレート表面１１を、好ましくは接着防止層で処理
し、インプリント工程の後に固化した重合体層１４’が表面に粘着するのを阻止する。そ
のような接着防止層の例としては、国際特許第ＷＯ０３／００５１２４号に記載され、本
発明の発明者の一人により発明された、フッ素含有基を含むものである。国際特許第ＷＯ
０３／００５１２４号の内容も引用されることにより本明細書の開示の一部とされる。
【００６９】
　透明テンプレートを備え、本発明者らが行った試験で良好な結果を得ている本発明の第
一の態様においては、NIP-K17の層１４で厚さ１μｍに被覆したシリコンの基材１２を使
用する。ガラスまたは融解石英／石英の、厚さ６００μｍのテンプレートを使用した。
【００７０】
　透明基材を備え、本発明者らが行った試験で良好な結果を得ている、本発明の第二の態
様においては、NIP-K17の層１４で厚さ１μｍに被覆したガラスまたは融解石英／石英の
基材１２を使用する。例えばニッケルまたはシリコンの、厚さ約６００μｍのテンプレー
トを使用したが、他のどのような好適な非透明性材料も使用できる。
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【００７１】
　メンブランを使用し、圧力５～１００バールで約３０秒間圧縮した後、放射線供給源１
１０のスイッチを入れた。放射線供給源１１０は、典型的には、少なくとも４００ｎｍ未
満の紫外領域で放射するように設計されている。好ましい実施態様では、放射スペクトル
領域２００～１０００ｎｍの空気冷却式キセノンランプを放射線供給源１１０として使用
した。好ましいキセノン型放射線供給源１１０は、１～１０Ｗ／ｃｍ２の放射線を与え、
１～５μｓパルスを、パルス速度毎秒１～５パルスでフラッシュするように設計されてい
る。表面１０４には、放射線を通すための石英の窓１１２が形成されている。露光時間は
、流体層１４を固体層１４’に重合させるのに、好ましくは１～３０秒間であるが、２分
間まででよい。
【００７２】
　mr-L6000.1 XPによる試験を、２００～１０００ｎｍから積算して約１．８Ｗ／ｃｍ２

で、露光時間１分間で行った。本明細書では、使用する放射線を、層１４に塗布される重
合体が固化する波長領域に制限する必要はなく、無論、その領域外の放射線も、使用する
放射線供給源から放射できることに注意すべきである。一定処理温度における効果的な露
光およびそれに続く後焼き付けの後、第二主要部分１０２を図８の位置と類似の位置に下
降させ、それに続いて、テンプレート１０および基材１２を装置から取り外して分離し、
基材をさらに処理する。
【００７３】
　本発明は、ＵＶおよび熱的ＮＩＬを組み合わせ、一定温度で、ＵＶ架橋可能な熱可塑性
重合体中への完全なインプリントを可能にする新規なインプリント方法を提供する。これ
によって、本発明の方法は、テンプレートおよび基材材料における異なった熱膨脹に関連
する問題を解決する。その結果、様々なテンプレートおよび基材材料を使用し、高精度の
大面積インプリントを行うことができる。さらに、本方法により、低粘度ＵＶ硬化性プレ
ポリマーの計量供給では達成が困難である、スピンコーティング可能なＵＶ硬化性重合体
を、ウェハー尺度における均質な厚さ配分で使用することができる。
【００７４】
　全体的な製法スキームは、３つの主要工程、すなわち熱的インプリント工程、続いてＵ
Ｖ後焼き付け、および重合体全体を硬化させる硬焼き付け、を包含する。好ましい実施態
様では、光化学的に増感した重合体、例えばmr-L6000.1XP、を使用する。
【００７５】
　これらの３工程を組み合わせ、一定温度で行い、下記の製法スキームが得られる。テン
プレートおよび基材を、架橋可能な材料の場合にはＴｇを超える温度Ｔｐに加熱する。好
ましくは、これは、テンプレートを基材とサンドイッチ配置で接触させ、次いで、ヒータ
ー装置を使用してテンプレートまたは基材を加熱することにより行う。このようにして、
テンプレートおよび基材、ならびに、とりわけ基材上のインプリントすべき層が、熱伝導
により、共通の温度に加熱される。次いで、テンプレート－基材サンドイッチ構造を、高
圧下におき、テンプレートパターンを重合体層の中にインプリントする。特定時間、典型
的には３０～６０秒間の後、ＵＶフラッド露光を開始し、重合体の硬化を開始させる。圧
力を解除する前に、温度をＴｐで一定に維持し、重合体を全体的に硬化するまで硬焼き付
けする。種々のテンプレートおよび基材を容易に使用し、高精度の大面積インプリントを
製造することができる。安価な再生可能なニッケルテンプレートを使用できるので、大面
積インプリントを、コスト的に非常に有利に、容易に実行でき、この方法の可能性が大き
く広がる。
【００７６】
　本発明者らは、ブルーレイニッケルテンプレートを使用し、２．５インチのガラス基材
の全面に線幅約１４０ｎｍでインプリントし、良好な結果を得た。インプリント品質は、
基材の縁部に向かって移動した時に、熱的影響による劣化の傾向を示さない。これは、図
１３および１４に示されるように、得られた結果のＡＦＭ（原子力顕微鏡）写真において
明確に観察される。
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【００７７】
　図１３は、２．５インチのガラス基材上のブルーレイインプリントの中央に近い区域の
ＡＦＭ写真を示す。図１３の左側に、写真１３７における水平線に沿って測定した、１３
７の区域におけるＡＦＭ深度分析結果を示す。その線に沿って選択した地点を、写真１３
７および深度分析グラフの両方で、番号１３１～１３６で示す。深度分析グラフから分か
るように、本発明のインプリント製法で形成された溝は、深く、均一である。
【００７８】
　さらに、図１４は、同じインプリントされた基材の、基材縁部の数ミリメートル内側に
位置する区域の、対応する写真１４７を示す。図１３と同様に、写真１４７における水平
線に沿って選択された地点を、写真１４７および写真１４７の左側の深度分析グラフの両
方で示す。図１４でも、本発明のインプリント製法で形成された溝は、２．５インチのガ
ラス基材の縁部近くでも、深く、均一であり、熱膨脹による不均質性および歪みの傾向を
示していない。
【００７９】
　３つの主要処理工程を包含する単一製法により、１基の同じ機械で、これらの主要工程
間で基材を機械から取り出す必要なしに行い、優れた品質のインプリントが大きな基材表
面で可能である。基材表面全体が一工程でインプリントされるので、重合体層１４を基材
上にスピンコーティングし、連続的な構造を基材表面全体に造り出すことができる。この
いずれも、いわゆるステップアンドフラッシュ法では不可能である。したがって、開示す
る装置および方法は、大面積インプリントに特に有利であり、それ自体、ステップアンド
フラッシュ法に対して膨大な有益性を有する。メンブランにより伝達される流体圧を使用
することにより、本発明は、８インチ、１２インチ、およびさらに大きなディスクの基材
の一工程インプリントに使用することができる。さらにはサイズが約４００×６００ｍｍ
以上の全平面パネルディスプレイも、本発明の単一のインプリントおよび露光工程を使用
してパターン形成することができる。
【００８０】
　したがって、本発明は、放射線支援による重合インプリントを大規模製造に初めて使用
できる技術を提供する。本発明は、例えばプリント配線基板または回路基板、電気回路、
小型化された機械的または電気機械的構造、磁気および光学記録媒体等を製造するための
基材にパターン形成するのに使用できる。本明細書に記載する実施態様は、ＵＶ架橋可能
な重合体またはＵＶ硬化可能な重合体の放射線露光とヒーターとの組合せに関連する。し
かし、異なったテンプレートおよび基材材料を有するために熱膨脹により引き起こされる
問題を克服する解決策を提供する目的から、本発明を、基材上のインプリント層に使用す
るレジスト材料を露光することにより固化する他の波長領域における放射線を包含する方
法にも、等しく応用できることを当業者は理解するであろう。さらに、本発明は、異なっ
た材料のテンプレートおよび基材を包含するインプリント製法に特に有利であるが、テン
プレートおよび基材に同じ材料を使用する場合にも、後焼き付けの際に基材をインプリン
ト機械から取り出す必要がなく、一定温度を使用するので制御が用意である、という技術
的効果が得られる。
【００８１】
　用語「一定温度」とは、実質的に一定であることを意味し、温度制御装置を特定の温度
を維持するように設定しても、得られる実際の温度はある程度変動することを意味する。
一定温度の安定性は、主として温度制御装置の精度および設定全体の慣性に依存する。さ
らに、本発明の方法は、１ナノメートルまでの、極めて細かい構造をインプリントするの
に使用できることは言うまでもないが、テンプレートが大き過ぎない限り、僅かな温度変
化が大きな影響を及ぼすことはない。テンプレートの周辺部における構造が幅ｘを有し、
妥当な空間的公差がその幅の分数、例えばｙ＝ｘ／１０、であると仮定すると、ｙは温度
公差を設定するパラメータになる。実際、テンプレートおよび基材の材料に関するそれぞ
れの熱膨脹率、テンプレートのサイズ、典型的には半径、および空間的公差パラメータｙ
を適用することにより、熱膨脹の差がどのような影響を及ぼすかを容易に計算することが
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できる。そのような計算から、温度制御装置に対する好適な温度公差を計算して本発明の
方法を実施する機械に応用することができる。
【図面の簡単な説明】
【００８２】
【図１】テンプレートから基材にパターンを転写するための主要処理工程を図式的に示す
図であり、その際、放射線は、透明なテンプレートを通して作用し、重合可能な液体を基
材表面上で固化させる。
【図２】テンプレートから基材にパターンを転写するための主要処理工程を図式的に示す
図であり、その際、放射線は、透明なテンプレートを通して作用し、重合可能な液体を基
材表面上で固化させる。
【図３】テンプレートから基材にパターンを転写するための主要処理工程を図式的に示す
図であり、その際、放射線は、透明なテンプレートを通して作用し、重合可能な液体を基
材表面上で固化させる。
【図４】テンプレートから基材にパターンを転写するための対応する処理工程を図式的に
示す図であり、その際、放射線は、透明な基材を通して供給し、重合可能な液体を基材表
面上で固化させる。
【図５】テンプレートから基材にパターンを転写するための対応する処理工程を図式的に
示す図であり、その際、放射線は、透明な基材を通して供給し、重合可能な液体を基材表
面上で固化させる。
【図６】テンプレートから基材にパターンを転写するための対応する処理工程を図式的に
示す図であり、その際、放射線は、透明な基材を通して供給し、重合可能な液体を基材表
面上で固化させる。
【図７】図１～３または４～６に一般的に示す処理を行うための、本発明の装置の一実施
態様を図式的に示す図である。
【図８】図７の装置の、テンプレートおよび基材を本製法の最初の工程で装填した時を図
式的に示す図である。
【図９】図７および８の装置の、テンプレートから基材にパターンを転写する活性化処理
工程を図式的に示す図である。
【図１０】本発明のインプリント製法の別の実施態様を図式的に示す図である。
【図１１】本発明のインプリント製法の別の実施態様を図式的に示す図である。
【図１２】本発明のインプリント製法の別の実施態様を図式的に示す図である。
【図１３】本発明により単一インプリント工程でインプリントした２．５インチ基材の試
験結果を、基材の中央近傍および縁部近傍でそれぞれ撮影したＡＦＭ写真と共に示す。
【図１４】本発明により単一インプリント工程でインプリントした２．５インチ基材の試
験結果を、基材の中央近傍および縁部近傍でそれぞれ撮影したＡＦＭ写真と共に示す。
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